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つくば市議会 議長
五 ,~貞 泰誠 様

(訪問 日時につきましては、後 日連絡 させていただきます )

以  上

2023年  10月  25日

茨城県

家族農業を守り、食料自給率の向上めざし食料 。農業政策への転換を求める

イ i       共同の申し入れ
世界に広がるPロ ナパンデ ミック、そしてロシア政府によるウタライナ侵攻は、世界経
済を混乱に陥れ、世界的な食料危機を急拡大させており、この侵攻を止めさせることは喫
緊の課題です。   i    

―
     、

こうした危機が迫る一方、各地では学校給食の無償化、学校を含む公共調達で地場産、
有機農産物の活用を促進 し、家 /天農業と地域を守る運動が広がらています。
2022年度に小中学校の給食を無償化にした自治体数は 451に まで広がり、小中学校の
絵食を提供する約 1600市区町村の 3割近くまで到達しています (日 本農業新聞 2月 22日
付)。                              ・

食と農をめぐる様 な々仕組みの見直しを通じ、いま各士也でlま地域循繋型・持続可能な地
域づくり今の展望tまた地球温暖化針策など、地域を守

'る

施策としてあらためてその潜在
的イ面値が見っめなおされています。       `     r   f
各地で広がる学校給食の無償化をはじめ、学校給食や病院食など令地元農畜産物の活
用や独自の予算や苦悩の数々をつかみながら、食料・農業・地域を守る実践と努力を伺
いながら、今後の政府要講などの取り組みに活かしていきたいと考えます。 :
つきましては、下記の事項についてご協力いただきますよう消願い致します。
1            

記

1.月 ll紙 「政府への葵講」に対する賛周善へご協力下さい。

(尚、 12月 8日 に予定する政府への要講の際に才是出します。)

2.同封する請願署名へのご協力をお願いしますと

3。 私たち農民連が毎週発行する新聞「農民」 (見本誌同封)の定期購読をお願いしますё

4。 当組合の運動趣旨をご理解いただき、括動賛助金のご協力をお願いします。

5,地域農業を守る取り組みや、独自の施策・広がりについて懇談させていただければ幸
いです。      |
つきましては、11月 中旬頃にお伺いいたしますので、宜しくお願いいたします。

県南農



「政府へり要請」に対する賛同書

世界的な食料危機は、食料の6省1以 _Lを世界の日々に依存する国民食料め危うさを浮き彫

りにする●方、日本の地域農業・食料生産を支える基幹的農業従事者はこの10年で3割も

減少し、地域農業は崩壊の危機に瀕しています。こ
′
うした流れに歯liヒめをかけ、ヽいまこそ国

産食料の増産と、実効性ある国内食料自給率の向上に向けた施策、命の派である食料生産を

支える大多数の家族農業経営を支援する農政が求あられます。私たちはこ政府に対しすべて

の国民に対し安全な食料を掌受する権利を保障するとともに、不安定な原料や農畜産物の輸

入に依存した政策をあ身ためるべきと考たます。以上の越旨から、下記「政府今の要請」に

賛同いたします。 i

2023年  月  日

住 断

団体名

代表者 (役職・氏名) 印

さ…__… ……_… …………………………………`●―__… …_… ………………………■マァーー~~「 ~~=~‐ “｀といい〕

、一、国内で食料を増産し、日本の食料自給率を向上・改善すること。とくに、食

料自給率を国内農政の重点政策に据える■と。

二、 国内食料自給率の低下を招く、経済連携協定を見直すこと。とりわけ輸入義
務ではないミ二十ムアクセス (MA)米は即刻中止・′見直しを図ること。

二、「農業者戸別所得補償制度」の復活、「水田活用直接支払い交付金の見直しJ

ρ中止など、家族農業を支える政策を実行すること。      '

四、全国各地の自治体などの努力で広がる学校給食の無償化を後押しし、さらに

広がるよう支援・拡充すること。また地元産の安全な農畜産物・食品の活用す

る施策を図ること。    )     ` ‐

内閣総理大臣 殿

挨轍 A監 _姓___



衆議院議長 殿

参議院議長 殿

食料自給率向上を政府の法的義務とすることを

求める請願

年
!月  日

0請願趣旨0
政府は、2024年

'う

通常国会で、食料・農業・農村基本法を見直して新たな「基本法」を
怖1定することをゅざしています:
日本のカロジー白給率38%は先進国の中でも最低であり、穀物白給率2息 %は 世界183か
団Hヨ 129位です。十日農業基本法以来、内給率は一貫して右廟下がりに低 にし統け、現行の
食料・農業 ,農村基本法制定:後、5次 |.こわたる「基本計,当 i」 で食料白給率を引き上げると
されてきましたが、日標を進戒したことは一度もあり,ません,現行基本法はti基本計Шi」
でf白給率向上国採」を設定したものブう、Hlな る閣議決定にしたため、法的拘束力がなく
H標は骨十ノ又きにされたためです.
さらに政府の

「
新基本法ゴの検討では、食料自給率を単なる一指1,黎 とし、これまでの位

継:づけを格下げして、食料常給率向上|こ対する|コの責lf‐を放楽しようとしています↓
!い よ、世

`外

的な食料危脱が進行し、「食べたくてt)食べらオしない1人々がす曽えている中、
資料白給率向 liを放茶して国民を飢鰍に追い込む♂)ではなく、「新基本法Jでは食料白給
率口標を定めぅ基本計画を国会承認制とし、計画の達成度の検証結果とZ、要な政策の見
直しを|■1会た報告させるなど、食料白給率の向 liを政府の法的義務とする必要があり主
寸
‐
.

●請願事項0
-、 「新基本法」,1定にあたっては、食料自総率目標を定める基本計画を国会承認制と
し、自給率向上を政府の法的義務とすること。

氏名・年所の欄に「倒 ltr「 "1は 4く苛、住所は静地まで記入頼い表す)

※こσ)普名はI悧会諦願以タト′)園 ntでは使用しません゙ 【20?3年度I

〒173-0025 東京都板本蕎区熊野町47-11
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取扱団体 :農民運動全国連合会



食料危機打開のカギは食料自給率向上
逆流を跳ね返し、食料・農業・地域を守ろう !

「翼えない」から

'足

りない」に 深亥J化する食料危機
長年の新自由主義政策が非正規・低賃金の労働者を増大させ

ているなか、気候危機、ヨ囲ナ禍、ウクライナ侵攻によって

エネルギ下や食品の価格が高騰D「食料が高くて買えなしヽすと

いう食料危機が広がっていますЭ国連世界食料計画 (WFP)

はさらに、早ばつや肥料不足で危機は

'食

料が足りない」と

いう次の段階に移行すると警告。アメリカの国際食糧政策研

究所 (IFPRI)に よると、2022年に食料・鋼料・肥料の輸出
を制限した国は 32カ国。23年 ア用にiよ米の世界轟大の輸出
国のインドが輸出の半分を禁輸にしましたひ日本では、農家

も農地も大1届な減少が続いており、いざ食料が足りなくなつ

たとき、食料を十分生産 ,確保できなくなつてしヽますぅ

政府は食料自給率向上の責任を放棄
食生農の危機|よ、極端に低い食料自給率に表れています (図表 1)Э 8月 7日に発表された最新の食料自給

率 (力回リーベース)は前年と同じ 38。/。 でしたが、小数点以下で》ると前年よりも 0.3フ ポイント低下
しました。そのうえ、日本政府は現在、食料と農業政策のヨ標生方向性を定める「食料・農業・農村基本法↓

の見直しで、食料当総率を単なる―指標におとしめるなど、食料自給率を向上させる責任を完全(耳放棄し

ようとしてい談す。

農水省が悪夢の食事像 :足りなくなった時のメニューより、足りなくさせない西文治を 1

食料が足りなくなうたときの食卓|よどうなるのか。農水

省 |よ悪夢のような食卓像を示しています。「米麦中心の

食生送よで|よ必要力亡]リ ーを6経保できなしヽためf用意し
たメニューが「イモ中心の食生活」。(図表 2)ぅ

その場合、サツマイモとジヤガイモが1圏 3食、朝に食
パン半切れ、ノ♪

―′食にご飯 4杯、副食に野菜炒め、サラダ

か浅漬け。みそ汁はなし、卵は 1カ月に1個……。

こんなメニューを考える前に、食料自総率の大幅な向上

で十分な食料を確保するのが政治の責任ではないでしょ

うか。

食料危機のもとで国民を飢えさせないため食料自給率を

向上させる食健連の運動にご協力ください。

国民の食糧と健康を守る運動全国連絡会 (全国食健連)

〒173:00D5 東京都板橋区寅豊野町 4フー11.社医研会館 lF
目霊言苦 : Eメ ール

回表2:農氷省が示す悪夢の食卓像
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甕水省「食料自給力の指標」 (イ モ類中心の食生活)

回表1:主要国のなかで極端に
低い日本の食料自縮率
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